
令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 3950

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

学級 158 167 182

校 70 50 70 50 70 50 70 70 70 70

人 100 96 110 96 110 97 110 120 130 130

人 1,300 1,421 1,300 1,558 1,550 1,857 1,600 1,650 1,700 1,750

％ 100 61 100 58 100 53 100 100 100 100 100 100

日 20,600 22,660 22,660 22,660 22,660 22,870 24,720 24,720 26,780 28,840 22,660 26,780

人 10 15 10 15 14 19 14 14 13 13 10 10

千円 166 148 127 157 164 171 166

千円 166 148 127 157 164 171 166

千円 175 218 319 4,849 4,849 4,849 4,849

千円 236,167 230,743 235,736 250,621 270,621 290,621 290,621

千円 236,342 230,961 236,055 255,470 275,470 295,470 295,470

千円 13,231 0 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0

千円 0 0 0 0

千円 0 132 132 132 132

千円 223,111 230,961 236,055 255,338 275,338 295,338 295,338

千円 236,342 230,961 236,055 255,470 275,470 295,470 295,470

実計区分 評価結果 拡充 拡充 拡充 拡充 拡充 拡充

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3

4

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

3

4

4

4

小中学校特別支援教育派遣事業

住民意向分析

保護者や地域、学校からは、特別な支援を要する児童生徒へのきめ細かな対応に必要な
特別支援教育補助員や学校生活支援員の増員要望が数多く寄せられている。

教育委員会事務局学校教育部

まちづくり基本指針四次実施計画 まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

総合教育支援センター令和４年度実施事業に係る事務事業評価

特別支援学校適等の障がいの重い児童生徒の在籍増加に伴う特別支援教育補助員の配置により、個に応じたきめ
細かな指導や、不登校や生徒指導など個別対応が求められる児童生徒の増加に伴う学校生活支援員の配置により
学習指導体制の充実を図る。

2024年度（令和６年度）

児童生徒数が減少する中、特別な支援を要する児童生徒数は年々増加し
ており、障がいの種類や程度も多岐にわたっている。事業開始時期以上
に、個別対応が必要な児童生徒へのきめ細かな支援体制の充実が求めら
れている。

支援員配置校数

現状周辺環境

まちづくり基本指針五次実施計画

指標名

事業開始時周辺環境（背景）

2023年度（令和５年度）2021年度（令和３年度）

成果指標①

意図（目的）

小中学校の障がいの重い自閉症児や知的障がい児が在籍する特別支援学級やＡＤＨＤ、肢体不自由児等の学習指
導の向上及び中学校の生徒指導を側面から支援し、生徒指導の問題点の早期解決を図る。

二次評価コメント

５　成果指標
（目的達成度）

一次評価コメント

特別な支援を要する各学校の児童生徒や特別支援学級の状況を精査した上で、必要性の高い学校から順に
特別支援教育補助員の配置を行った。また、小・中学校における不登校児童生徒数や学校状況を精査した
上で、必要性の高い学校から順に学校生活支援員を配置した。

単位コスト（総コストから算出）特別支援を要する児童生徒数１人あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 特別支援を要する児童生徒数１人あたりのコスト

事業費

歳入計

２　公平性

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果

活動指標③

特別支援学級数に対する支援員の配置率

特別支援を要する児童生徒数

2022年度（令和４年度）

今後さらに特別な支援を要する児童生徒の割合は高まり、個に応じたきめ細かな支援体
制が求められるため、本事業に対する要望はますます高まり、今以上に高いレベルを維
持する必要があると予測される。

今後周辺環境（予測）

○

拡充

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、障がい等のため特別な支援を要する児童生徒に対して特別支援教育補助
員等を配置し、学習指導体制の充実を図る事業である。
　令和４年度は、特別支援教育補助員が前年度と比較して１人増加し、特別支援教育補
助員及び学校生活支援員を合わせて97人の体制で特別な支援を要する児童生徒に対する
援助及び学校適応等の生活指導上の課題を抱える生徒へ支援を行った。特別支援を要す
る児童生徒数は年々増加する傾向にあり、令和４年度に支援員が１人増加したものの、
令和３年度から令和４年度の推移においては支援を要する児童の増加割合がおよそ20%で
あるのに対し、支援員の増加割合が1%となっており、支援員１人あたりの対応児童生徒
数が増加している。
　支援を必要とする児童生徒を学習と生活の両方の側面から支援する教育体制の整備
は、個々の特性に応じたきめ細やかな指導を通して児童生徒が平等に教育を受けること
に資するため、拡充して事業を実施する。
　なお、特別支援学級数に対する支援員の配置について再検討し、支援の平準化に努め
る必要がある。

総事業費（事業費・人件費）分析結果

学級担任や教科担任の補助として特別支援教育補助員等を前年度より１名増の計９７名配置し、児童生
徒の個に応じたきめ細かな指導を行うことができた。しかし、各学校からの配置要望には応えきれてお
らず、補助員の増員について検討・対応していく必要がある。

成果指標分析結果

代替事業（有）

【事業費】
特別支援教育補助員は、令和元年度までは、事業費により
臨時職員を雇用していたが、令和２年度会計年度任用職員
制度導入により、臨時職員賃金分の事業費を減額し対応し
ている。

2020年度（令和２年度）

ニーズ（大）

【人件費】特別支援教育補助員等は前年度より１名増の配
置としたため、人件費は１名分の増額となっている。特別
な支援を要する児童生徒１人あたりのコストは下がってい
るものの、支援を要する児童生徒の増加には追いついてお
らず、教育効果は十分とは言えない状況であり、特別な支
援を要する児童生徒へのさらなるきめ細かな指導のため、
今後の補助員増員は必須である。

３　効率性

ニーズ（小）

代替事業（有）

代替事業（無）

ニーズ（大）

○
４　活動指標
（活動達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

ニーズ（小）

２　公平性

１　規模・方法の妥当性

　当該事業は、障がい等により、個別の支援を必要とする児童生徒に対して特別支援教育補助員等
を配置し、学習指導体制の充実を図る事業である。
　令和元年度以降、補助員の配置校数については、増減はないが、特別な支援を必要とする各小中
学校の児童生徒数が年々増加しており、特別支援学級の数も増加している状況にある。一方で、支
援員採用者数については、令和４年度は令和３年度から１名増加となったものの、支援員1人あたり
の対応児童生徒数がさらに増加し負担が大きい状況が続いている。
　本市は他の中核市と比較し、補助員の配置数は少なく、十分な教育効果を発揮するには環境の整
備が追い付いていない。また、個々に応じた指導や支援の必要性と併せて、障がいのある児童と障
がいのない児童が共に学ぶ仕組みである「インクルーシブ教育システム」の推進も求められている
点に鑑み、特別な支援を要する児童生徒に対する充実した支援環境の構築は急務であることから、
拡充して事業を実施する。

拡充

政策体系

特別支援学校入校適等の障がいの重い児童生徒や不登校や生徒指導など個
別対応が求められる児童生徒の増加があり、各小中学校を支援する施策が
求められた。

歳出計（総事業費）

国・県支出金

支援員年間指導日数（延べ）

人件費

一般財源等

その他

成果指標③

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

手段

成果指標②

支援員１人あたりの対応児童生徒数

ー
大綱（取組） Ⅲ「学び育む子どもたちの未来」

3 一人ひとりの個性を伸ばし、すべての子どもが輝くまち

4.5

まちづくり基本指針三次実施計画

指標名

支援員採用者数

単位

活動指標②

活動指標①

対象指標 特別支援学級数

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5635

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

24,461 24,426 24,318

件 1,000 1,485 1,000 1,475 1,500 1,725 1,500 1,500 1,500 1,500

回 35 32 35 33 35 34 35 35 35 35

人 100 98 100 105 100 117 100 100 100 100

％ 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

人 50 41 50 51 50 57 50 50 50 50 50 50

人 450 346 450 293 450 360 450 450 450 450 450 450

千円 103 79 69 90 90 90 90

千円 103 79 69 90 90 90 90

千円 3,354 3,487 3,809 3,990 3,990 3,990 3,990

千円 42,236 28,014 28,902 45,330 45,330 45,330 45,330

千円 45,590 31,501 32,711 49,320 49,320 49,320 49,320

千円 4,846 0 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0

千円 0 0 0 0

千円 0 0 0 0

千円 40,744 31,501 32,711 49,320 49,320 49,320 49,320

千円 45,590 31,501 32,711 49,320 49,320 49,320 49,320

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

4

4

4

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、保護者や教員から寄せられる不登校や引きこもり、学校生活不適応の状
況にある児童生徒に関する相談受付及び児童生徒が適応指導教室に通うことを促し学
習、対話、運動等の活動を通して自立支援を行う事業である。
　令和４年度は、児童生徒数が減少傾向であるのに対し、相談件数が前年度と比較して
17%増加しており、悩みを抱えている児童生徒が増加していると推察できる。体験活動は
およそ計画通り実施し、指導員や児童生徒同士の交流も図られた。適応指導教室におい
ては、例年50%近くの児童生徒に学校復帰または復帰の意欲向上の傾向が見られており、
活動の有効性が示されている。
　今後においても、児童生徒の不登校や引きこもり、学校不適応等の課題は全国的に増
加しており、ネット依存や生活困窮等の社会的な背景により今後も増加すると見込まれ
ることから、悩みを抱えている児童生徒が安心できる自分の居場所を確保し、こども同
士の交流などを通して学校復帰への足掛かりとするため、継続して実施する。

一次評価コメント

ニーズ（小）

代替事業（無）

ニーズ（小）

二次評価コメント

○

継続

　当該事業は、不登校をはじめとする様々な悩みを抱える児童生徒に対し、総合教育支援センター
内で学校生活・社会生活への適応を図っていくための支援を行う事業である。
　令和４年度も、子ども・保護者・教員等、様々な対象から相談が寄せられ、適応指導教室相談件
数は令和３年度から増加している。また、当該教室において改善が図られた児童の割合は100％と高
い状況を維持している。適応指導教室から学校に復帰した児童の数については、６名増加してい
る。
　体験活動については、コロナ禍による様々な制限の中、多種多様な体験・作業を工夫するだけで
なく、高校と連携し、体験訪問を実施する等、幅広い取組みと同時に、個に応じた支援が行われて
おり、その効果が復帰傾向の数値に表れている。
　今後においても、学校への復帰はもとより、支援を要する児童生徒の居場所作りや心の教育の一
層の推進により、社会的な自立を図っていくため、継続して事業を実施する。
　なお、今後もコロナ禍における体験活動の検討にあたっては、体育施設等、市が有する公の施設
の利活用も視野に入れながら、さらなる充実について模索していく必要がある。

○

総事業費（事業費・人件費）分析結果

通級教室から学校に復帰した児童生徒数

歳出計（総事業費）

単位コスト（総コストから算出）通級教室に通った児童生徒数１人あたりのコスト

通級教室に通った児童生徒数１人あたりのコスト

事業費

一般財源等

国・県支出金

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

人件費

市債

単位コスト（所要一般財源から算出）

歳入計

５　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

ニーズ（大）

ニーズ（大）

代替事業（有）

活動指標分析結果

総合教育支援センターの活動が各学校の教職員や保護者に周知され、コロナ禍であったが連携強化が図ら
れ、１１７名の児童生徒が通級した。また、通級児童生徒や市内の不登校児童生徒の居場所づくりや学校
復帰に向けた取り組みとして、体験活動をコロナ感染防止対策（活動内容の工夫や人数制限等）をとりな
がら３４回実施し、その充実が図れた。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

適応指導教室に通級する児童生徒の約49％に学校への復帰傾向が認められた。また、学校復帰の段階ま
で回復できなかった児童生徒についても、ほぼ全員に引きこもりや家庭生活の改善、学校復帰への意欲
付けが図られた。体験活動については、コロナ禍での活動であったが、延べ３６０名が参加した。

５　成果指標
（目的達成度）

2022年度（令和４年度）

成果指標分析結果

継続

代替事業（有）

【事業費】
全国的に不登校児童生徒が増加している現在、登校できな
い児童生徒の支援の場として、適応指導教室に求められる
役割はより大きくなっている。通級生の学びの充実に向け
た、教材や体験活動のための備品・消耗品、環境整備等に
要する経費は例年並みとなっている。

【人件費】
令和３年度はコロナ禍の影響から体験活動参加の児童生徒
が減少したが、令和４年度は増加に転じた。これに伴い、
１人あたりコストは減となった。

適応指導事業

住民意向分析

台風や地震等の自然災害やコロナ禍をはじめとする児童生徒を取り巻く様々な環境等の
変化、教育機会確保法施行等の現状から、児童生徒の居場所づくりや心のケアの一層の
推進を目的とした当事業について、さらなる充実に期待を寄せる意見が多い。

教育委員会

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

総合教育支援センター

適応指導教室において改善が図られた児童生徒の割合

通級教室に通った児童生徒数

指標名指標名

体験活動実施回数

平成１０年当時は、少年による凶悪な犯罪が大きな社会問題となり、非行
の低年齢化、不登校も増加していた。また一部の子どものみならず、ふつ
うの子どもたちによる問題行動も多様化する兆しが見られた。規範意識の
欠如、社会性の低下が叫ばれ、心の教育の推進が課題となってきた。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

不登校や生徒指導上の問題、発達障がい等の特別な支援を要する子どもへの対応とし
て、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの積極的な活用や、総合教育
支援センターをはじめとする教育や子育て、福祉等の相談窓口の周知及び、多様な援助
サービスの充実が求められる。

不登校や引きこもりは、全国的にみても増加傾向と低年齢化傾向にあ
り、大きな課題となっている。また、発達障がい等で特別な支援を要す
る児童生徒や、学校不適応状態にある児童生徒が増えており、その背景
には、コロナ禍であること、ゲーム・ネット依存や生活困窮、虐待、Ｄ
Ｖ等の家庭環境の悪さ、教育力の低下等がうかがわれるため、学校・家
庭・関係機関が連携し、適切な支援を施していくことが不可欠である。

適応指導教室相談件数

児童生徒数

体験活動に参加した小中学生数

手段 意図（目的）

総合教育支援センター内の各担当の機能を生かして，家庭・学校・地域の教育力向上のために総合的な支援を展
開していく。

不登校をはじめとする様々な悩みや問題行動の改善、学校生活への適応を支援する。

2024年度（令和６年度）

△

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

政策体系

今後周辺環境（予測）

大綱（取組）

まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画 まちづくり基本指針六次実施計画

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

2023年度（令和５年度）
単位

2020年度（令和２年度）

Ⅲ「学び育む子どもたちの未来」

3 一人ひとりの個性を伸ばし、すべての子どもが輝くまち

4.1

2021年度（令和３年度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5636

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 24,461 24,426 24,318

校 47 47 47 47 47 47 47 47 47 47

件 9,000 9,848 9,000 10,615 10,000 10,493 10,000 10,000 10,000 11,000

件 200 209 200 226 210 223 210 210 210 230 200 200

人 4.5 10.8 4.5 12.4 8.0 16.8 8.0 8.0 8.0 8.0 4.5 4.5

％ 50 45 50 49 50 49 50 50 50 50 50 50

千円 3.4 3.6 4.5 4.6 4.6 4.6 4.6

千円 0.0 0.0 1.1 1.0 1.0 1.0 1.0

千円 2,337 2,425 2,460 2,804 2,804 2,804 2,804

千円 38,887 35,949 44,295 40,914 40,914 40,914 40,914

千円 41,224 38,374 46,755 43,718 43,718 43,718 43,718

千円 33,945 35,650 35,650 35,650 35,650 35,650 35,650

千円 0 0 0 0

千円 0 0 0 0

千円 11 11 11 11

千円 7,279 2,724 11,105 8,057 8,057 8,057 8,057

千円 41,224 38,374 46,755 43,718 43,718 43,718 43,718

実計区分 評価結果 継続 継続 拡充 継続 継続 継続

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4

4

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

4

4

スクールカウンセラーの全市立学校配置を県の「スクールカウンセラー派遣事業」と連携しながら進め、
市単独のＳＣを小学校４６校、義務教育学校前期１校、計４７校に配置した。児童生徒数は減少している
ものの、相談件数は前年度とほぼ同数である。「不登校について」「学校不適応に関すること」「発達障
がい等に関すること」の相談は前年度よりも増加しており、新型コロナウイルス感染等の問題も含め、多
様で複雑な問題に対応するための相談体制の充実を図り、悩みや不安の解消に向けた早期支援が必要であ
る。

２　公平性

人件費

国・県支出金

3 一人ひとりの個性を伸ばし、すべての子どもが輝くまち

4.5

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

大綱（取組）

歳出計（総事業費）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

ニーズ（大）

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

ニーズ（大）

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

　当該事業は、児童の不登校やいじめ等の問題解決のため、スクールカウンセラーを市
内のすべての小学校へ配置し、児童、保護者及び教員の心のケアや児童の学校生活への
適応を支援する事業である。
　令和４年度は、財源の一部に県補助金を充て計画どおり市内全ての小学校へスクール
カウンセラーを配置した。児童生徒数は減少しているが相談件数は近年同水準で推移し
ており、スクールカウンセラーへの需要の高さがみてとれる。また、不登校児童数は増
加傾向であるが、不登校復帰率は同水準で推移しており、スクールカウンセラーの支援
によって一定の成果が表れている。
　不登校やいじめ等の要因も複雑・多様化しており、個々に応じたきめ細やかな心のケ
アが必要である。また、児童を取り巻く環境の変化や心の機微な変化について早期に発
見し支援するためには児童を身近に観察できるスクールカウンセラーを各校に配置する
ことが重要であることから、今後においても継続して事業を実施する。
　なお、県補助金の動向を注視し、状況の変化に柔軟に対応できる体制を検討する必要
がある。

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

代替事業（無）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果

まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

単位コスト（総コストから算出）相談件数１件あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 相談件数１件あたりのコスト

事業費

一般財源等

総事業費（事業費・人件費）分析結果

児童生徒の不安や悩みを気軽に相談し解決できる体制は年々改善され周知も進んでいるが、不登校出現
率は上昇している。特に小学校高学年及び中学校１学年の不登校対策は喫緊の課題であり、学校におけ
るさらなる相談体制の充実を図ると共に、より相談しやすい環境整備に努めることで、不登校出現率の
減少を図っていくことが必要である。

○

二次評価コメント継続

【事業費】令和２年度までは、文部科学省「緊急スクール
カウンセラー等活用事業（10/10）」の補助金を活用し、
全市立小学校にスクールカウンセラー（SC）を配置（中学
校は県SC配置事業による）していたが、令和３年度から
は、県委託事業となり事業継続となっている。

【人件費】スクールカウンセラー配置事業については、担
当指導主事１名と庶務担当が業務を担っている。令和４年
度は公認心理士の資格を持つスクールカウンセラーが増
え、単価増となったことから、人件費増となった。

一次評価コメント

ニーズ（小）

ニーズ（小）

スクールカウンセラー配置事業

住民意向分析

児童生徒に係る問題が多様化・複雑化し、発達障がいや不登校、深刻ないじめ問題、少
年犯罪、児童虐待、性的マイノリティ等、児童生徒の心のケアや家庭環境の問題解決の
ため、専門的な見識、経験、資格を有するスクールカウンセラーやスクールソーシャル
ワーカーの存在や役割は非常に重要であり、そのニーズは今後ますます高くなる。ま
た、台風や地震等の自然災害、新型コロナウイルス感染症に関する保護者や児童生徒の
心のケアについても必要性が増してくると思われる。

教育委員会

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

総合教育支援センター

市単独ＳＣ配置校１校あたりの相談件数

指標名指標名

市単独ＳＣ配置校相談総件数

平成８年に文部省調査研究委託事業、翌９年に県教育委員会配置事業が始
まり、市単独配置は１２年度より開始された。１２年当時は、市単独配置
校２校を含め８校にスクールカウンセラーが配置された。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度）

現状周辺環境

ー

手段 意図（目的）政策体系

Ⅲ「学び育む子どもたちの未来」
スクールカウンセラー（ＳＣ）については、県配置事業と連携しながら、市内全小中学校への配置を行う。ま
た、児童生徒及びその保護者の心のケアや子どもの養育環境整備、学習支援等に資するため、スクールソーシャ
ルワーカー（ＳＳＷ）及び巡回型スクールカウンセラー（巡回型ＳＣ）、スーパーバイザー（ＳＶ）を配置す
る。

ＳＣ及びＳＳＷが学校や関係機関と連携しながら、不登校をはじめとする様々な悩みや問題行動、児童
虐待や家庭の経済問題等の改善にあたり、児童生徒の学校生活への適応を支援する。また、ＳＶによる
ＳＣ及びＳＳＷへの指導助言を行い、専門性の向上を図る。

2024年度（令和６年度）

○

継続

代替事業（有）

代替事業（有）

　当該事業は、県配置スクールカウンセラーに加えて、令和２年度までは文部科学省の「緊急スクールカ
ウンセラー等活用事業」を活用し市単独のスクールカウンセラーを配置していたが、令和３年度からは県
委託スクールカウンセラー派遣事業として、これまで同様の事業を展開し、児童の不登校や問題行動、家
庭問題の改善を図りながら、児童の学校生活への適応を支援するものである。
　令和４年度は、市単独のスクールカウンセラーの配置校数は前年度と同様であり、相談件数は122件減少
しているが、児童・保護者・教員等、様々な対象から相談が寄せられており、多様かつ複雑な相談に対
し、セーフティネットの役割を果たしている。また、不登校児童生徒数が増加しているが、カウンセリン
グの相談内容において、「不登校」や「学校不適応」に関する相談が増加していることからも、不登校対
策におけるスクールカウンセラーの果たす役割は大きい。児童及び保護者に対するカウンセリングや児童
の観察、教職員へのコンサルテーション等、スクールカウンセラーが不登校対策に積極的に関わること
で、学校全体の支援体制の強化が図られている。
　スクールカウンセラーの存在・役割は、学校に関わる全ての人にとって重要であるものの、令和２年度
で国からの補助金が終了となり、県委託事業として継続はされるものの、今後においては、新たな財源の
確保及び事業規模を含めた検討を行う必要がある。

今年度も県配置事業との連携を密にしながら、全市立学校にスクールカ
ウンセラーの配置を行い、学校や地域の実態に応じて、どの子も相談で
きる効果的な体制づくりを進めている。さらに、震災後の継続的な心の
ケアを図っていく必要もある。

市単独ＳＣ配置校数

児童生徒数

市単独ＳＣ配置校の不登校復帰率

市単独ＳＣ配置校の不登校児童数（1,000人あたり）

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）
単位

今後もスクールカウンセラーの全市立学校配置を維持・継続するために、国・県配置事
業を活用しながら、人材育成と人員の確保、人件費等のコスト面の対策を考慮した市独
自の配置を推進する必要がある。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景）

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6021

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

回 5 3 5 5 5 5 5 5 5 5

回 15 7 15 14 15 14 15 15 15 15

人 450 130 450 295 450 434 450 450 450 450 450 450

人 450 178 450 278 450 390 450 450 450 450 450 450

人 0 9 0 15 0 13 0 0 0 0 0 0

千円 25 15 11 7 7 7 7

千円 25 15 11 7 7 7 7

千円 67 123 120 304 304 304 304

千円 7,610 8,473 9,126 6,142 6,142 6,142 6,142

千円 7,677 8,596 9,246 6,446 6,446 6,446 6,446

千円 0 0 0 0

千円 0 0 0 0

千円 0 0 0 0

千円 0 0 0 0

千円 7,677 8,596 9,246 6,446 6,446 6,446 6,446

千円 7,677 8,596 9,246 6,446 6,446 6,446 6,446

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○

4

3 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

4

4

4

活動指標分析結果 成果指標分析結果

継続

２　公平性

人件費

国・県支出金

ニーズ（大）

歳出計（総事業費）

コロナ禍に対応し、幼稚園・保育所(園)・小学校の合同研修会をオンラインで開催したり、学校や幼稚
園、保育所に多数の参加者が訪問する「相互参観」ではなく、代わりに「協議会」を開催したりして、相
互理解や就学前後の円滑な接続を図った。

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

５　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

ニーズ（大）

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

代替事業（無）

幼保小連携推進事業

住民意向分析

幼・保・小連携事業を展開することで、コロナ禍においても就学した児童や保護者が不
安や戸惑いを感じることなく、意欲的に学校生活を送れることが望まれている。そのた
めにも、発達障がいや学校不適応等の早期発見と早期支援、関係機関との連携強化によ
り、適切な就学が図られるように努める。

教育委員会 総合教育支援センター令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度）

総事業費（事業費・人件費）分析結果

まちづくり基本指針

手段 意図（目的）

幼・保・小合同研修会
授業と保育の相互参観

教育・保育内容の相互理解により、発達の連続性を踏まえた指導と支援ができる。職員同士の交流による連携・
協力が、保育・教育現場での幼児期から児童期への円滑な接続につながる。

2024年度（令和６年度）

小１プロブレム等の解消に向け、幼保と小の就学前後の円滑な接続を図
ることが求められている。幼保で取組んでいる「アプローチカリキュラ
ム」や小学校での「スタートカリキュラム」の相互理解により、学びの
連続性を踏まえた指導と支援を行うことが必要である。

幼・保・小合同研修会実施回数

小学校１年生不登校者数

相互参観参加者数

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）

幼稚園・保育所(園)・小学校の相互理解や就学前後の円滑な接続が重要視されている。開催時期や時
間、オンライン配信など、コロナ禍に対応した開催方法を工夫したり、現場のニーズに即した研修テー
マを設定したりすることで事業を充実させることができた。

○

二次評価コメント

【事業費】
事業費については、令和４年度はコロナ禍ではあったが、
感染対策を講じながら研修会等の事業を実施したため、コ
スト減となった。

【人件費】
人件費については、発達障がいに関する相談や研修会をこ
ども部こども家庭支援課及び保育課職員との連携により実
施しているが、他課の負担軽減の観点から、協力要請を必
要最小限にとどめた。

○

継続

代替事業（有）

代替事業（有）

　当該事業は、幼稚園、保育所（保育園）、認定こども園及び小学校の職員を対象に、合同研修会
と相互参観(協議会）を実施し、幼児期から児童期への円滑な接続につなげることで、就学した児童
の不安解消や教育環境の充実を図っていく事業である。令和４年度は、コロナ禍のためオンライン
と対面を合わせたハイブリッドの形式をとり、学習指導要領や発達障がいをテーマとした教員の
ニーズにマッチした研修を５回実施した。また、学校や幼稚園、保育所を訪問する相互参観は取り
やめ、人数制限や感染予防対策をとりながら方部ごとの協議会を１４回実施した。
　一方で、家庭環境や発達障がいによる学校不適応等、様々な要因による小学校１年生の不登校者
数は前年度と同様に多い傾向が続いていることから、さらなる支援の充実が必要である。今後にお
いては、幼・保・小のさらなる連携により、コロナ禍の中、就学した児童や保護者の不安解消や教
育環境の充実を推進するため、継続して事業を実施する。なお、教員同士の交流や資質の向上に加
え、本センターの「特別支援教育」や「教育相談」の専門機能を生かし、連携を進めていきたい。

一次評価コメント

ニーズ（小）

ニーズ（小）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、小学校へ入学するこどもが入学後に円滑に学校に適応するため、幼稚園や保育所等
と小学校が連携し、入学前後の効果的な指導内容等について研修会や相互参観を行う事業である。
　令和４年度は、新型コロナ対策としてオンライン研修や協議会の参加人数制限等を実施し、研修
会及び相互参観をおおむね計画どおり実施した。参加者数については、前年度と比較して増加して
おり、要因として新型コロナによる参加控えが減少したことや当該事業の周知により事業が浸透し
たことが推察される。小学校１年生の不登校者数の推移については年度によって増減を繰り返して
おり、事業実施による効果が明確に表れていない状況である。単価コストについては、研修等の参
加者が増加していることから減少傾向にある。
　不登校の児童生徒が増加している近年の状況において、義務教育の入り口である小学校１年生が
円滑に学校に適応して充実した学校生活を送ることは将来にわたり不登校となる可能性を縮減する
ことに資するため、継続して事業を実施する。

単位コスト（所要一般財源から算出） 研修会・相互参観参加者１人あたりのコスト

事業費

その他

まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

単位コスト（総コストから算出）研修会・相互参観参加者１人あたりのコスト

現状周辺環境

－
大綱（取組）

単位

令和４年度不登校児童生徒状況調査の結果から、小学校低学年児童の不登校の発生が懸
念される。家庭環境や発達障がいに係る問題、新型コロナウイルスの影響等、様々な問
題を抱える子どもについての相談体制の充実や家庭の教育力向上を図るための勉強会
等、幼保から小学校への円滑な接続のための支援の充実を図ることが必要である。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景）

幼・保・小合同研修会参加者数

政策体系

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

指標名指標名

相互参観実施回数

幼稚園教育要領や保育所保育指針の告示に伴い、幼・保・小の連携の必要
性が強く叫ばれた。

Ⅲ「学び育む子どもたちの未来」

1 人と人とがつながり、みんなで子どもたちを育むまち

4.2

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5860

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 330,787 326,402 324,586

回 4 0 4 1 4 2 4 4 4 4

人 16 0 16 13 16 20 16 16 16 16

人 600 0 600 143 600 327 600 600 600 600 600 600

％ 60 61 60 60 60 66 60 60 60 60 60 60

％ 70 0 70 92 70 93 70 70 70 70 70 70

千円 3.9 3.9 4.3 4.3 4.3 4.3

千円 3.9 3.9 4.3 4.3 4.3 4.3

千円 179 431 702 702 702 702

千円 0 380 840 1,859 1,859 1,859 1,859

千円 0 559 1,271 2,561 2,561 2,561 2,561

千円

千円

千円

千円

千円 0 559 1,271 2,561 2,561 2,561 2,561

千円 0 559 1,271 2,561 2,561 2,561 2,561

実計区分 評価結果 継続 改善 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

3

4

4

二次評価コメント （参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度） ○

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

一般財源等

歳入計

歳出計（総事業費）

新型コロナウイルスの感染状況を考慮し、今年度は2回の開催となった。参加者数は、1回目が15人（大倉
礼加、齋藤寛美、キューティーストリングス13人）、2回目が5人（松野愛梨、渡邉真浩、柳澤良音、深谷
悠里絵、阿部香奈）の計20人であり、目標値を超える値となった。また、コンサートの一部をYouTubeに2
回アップロードすることで、コロナウイルスへの感染を懸念してコンサートに来れない方に対し、コン
サートの楽曲や雰囲気を届けることができた。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

国・県支出金

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果

その他

2 国内外に発信できる、自慢の地域資源があるまち

4.7

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

ー
大綱（取組）

公会堂の稼働率

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

単位

音楽都市推進の中で多様なコンサートが開催されて若手音楽家の発掘・育成・発表の場
を目的として中央公民館が開催するコンサートは引き続き求められる。

事業費

単位コスト（総コストから算出）コンサート来場者１人あたりのコスト

Ⅱ「交流・観光の未来」

まちづくり基本指針五次実施計画

人件費

総事業費（事業費・人件費）分析結果

今年度は2回の開催であったため、来場者数は327人であり目標値の半分程度だったが、感染防止対策を
徹底し安全安心なコンサートの実施に努めたほか、趣向を変えるため数年ぶりにソプラノを入れたこと
も来場者アンケートでは評価されており、結果、入場者の満足度は93％となり目標値を上回った。

成果指標分析結果

ニーズ（大）

ニーズ（大）

【事業費】
昨年度は1回の開催であったが今年度は2回の開催であり、
カメラ等動画配信に要する機材についての支出もあったた
め、事業費は昨年度より増加した。

【人件費】
昨年度は1回の開催であったが今年度は2回開催したため、
人件費は増加した。

一次評価コメント

代替事業（有）

ニーズ（小）

ニーズ（小）

　当該事業は、若手音楽家の発掘・育成・発表の場を提供するとともに公会堂の有効活
用を図り、市民が気軽に良質なコンサートを鑑賞できる機会を提供する事業である。
　令和４年度は新型コロナの影響により２回のみの開催となったが、２回ともに観覧者
が150名を上回ったことや、来場者のアンケートでも満足度が高く若手音楽家の育成・発
表の場を望む声が多いことからも、ニーズの高さが窺える。また、来場できない方への
配慮としてコンサートの一部をYoutubeでも配信するなど、より広いニーズに対応したと
ころである。
　今後においても、「音楽都市こおりやま」を部局間協奏で推進するため、若手音楽家
の発掘育成及び公会堂の利活用という当該事業の独自性を生かし、継続して事業を実施
する。
　なお、実施にあたっては、文化振興課と情報共有等の連携の上で進めていく必要があ
る。

代替事業（無）

手段 意図（目的）

郡山市ゆかりの若手音楽家による気軽に参加できるコンサートを実施する。
若手音楽家の発掘、育成と公会堂の有効活用、さらに「音楽都市こおりやま」のイメージの定着を図
る。

2024年度（令和６年度）

○

継続

継続

代替事業（有） 新型コロナウイルスの感染状況を考慮し、今年度は2回の開催となった。
これまでのアンケート結果から来場者の満足度も高く、若手音楽家を応援
する声が多く聞かれる。「若手音楽家の発掘、育成」が主たる目的であ
り、かつ発表の場としての「公会堂の有効活用」という事業の独自性もあ
り、事業の差別化は図られていると考える。今後も様々なニーズに対応す
るため、SNSによる周知やYouTubeによるアップロードを継続しDXを効果的
に活用していく。また、公会堂での演奏会等を企画、開催し、「音楽都市
こおりやま」のイメージ向上に寄与していきたい。

行政が実施主体となって開催される「市民が気軽に鑑賞できる多様で良質
な室内コンサート」は増えてきているが、若手音楽家の活躍の場はまだま
だ少なく、演奏できる施設も限られている。

コンサート開催回数

市民

来場者の満足度

単位コスト（所要一般財源から算出） コンサート来場者１人あたりのコスト

５　成果指標
（目的達成度）

2020年度（令和２年度）

こころに響くハーモニー事業　～四季の風コンサート～

住民意向分析

来場者へのアンケートではコンサートに関して市民のニーズは高く、若手音楽家を育成
してほしいとの意見も多い。

教育委員会

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

中央公民館

コンサートのべ来場者数

指標名指標名

若手音楽家のべ参加者数

公共機関が実施する「市民が気軽に観賞できる良質なコンサート」が少な
い。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

政策体系

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5891

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 330,787 326,402 324,586

回 90 46 90 64 90 83 90 90 90 90

人 1,200 831 1,200 1,113 1,200 1,603 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

％ 100 90 100 91 100 89 100 100 100 100 100 100

千円 6.3 6.5 3.5 6.6 6.6 6.6 6.6

千円 6.2 6.4 3.3 6.3 6.3 6.3 6.3

千円 1,216 1,539 1,893 3,007 3,007 3,007 3,007

千円 4,039 5,703 3,687 4,774 4,774 4,774 4,774

千円 5,255 7,242 5,580 7,781 7,781 7,781 7,781

千円

千円

千円 89 140 216 337 337 337 337

千円 0 0 0 4 4 4 4

千円 5,166 7,102 5,364 7,440 7,440 7,440 7,440

千円 5,255 7,242 5,580 7,781 7,781 7,781 7,781

　 実計区分 評価結果 継続 継続 継続 改善 継続 継続

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

4

4

4

継続 一次評価コメント

ニーズ（大）

二次評価コメント

○

代替事業（有）

５　成果指標
（目的達成度）

ニーズ（小）

〇 具体的なカイゼン策
・コロナ禍以前の令和元年度と比較しても講座開催回数、参加者数が増加し、さ
らには参加者一人当たりのコストが削減し、参加者の満足度が91％と非常に効果
的・効率的な事業が実施できた。
・今後においては、生涯学習都市の実現のため、定期講座の動画配信やSNSを活
用した情報発信等を行い、講座参加者以外の幅広い世代の関心を得るように努め
る。
〇 カイゼンの明確な時期
・今年度より、発表会等の動画配信やSNSを活用した情報発信を行う。
〇 カイゼンのために必要な事項・関係する所属
・広聴広報課

○

ニーズ（大）

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、子どもから高齢者までの各世代の学習ニーズに応じた各種講座や
地域課題をテーマとした講座等を企画・開催し、コミュニティの育成にも寄与し
ている事業である。
　コロナ禍以降、計画通りの講座開催に至っていなかったが、令和４年度は計画
値に近い回数を実施した。さらに、Instagram等のSNSを活用し講座の周知を行っ
たところ、多くの講座で定員を超える申し込みがあった。講座内容も見直しを
図っており、小学生対象事業「はやまっ子」では、令和４年度から郡山女子大学
の学生にボランティアを依頼するなど、地域の大学との連携も推進したところで
ある。
　今後においても、より多くの市民に生涯学習に触れる機会を提供するため、事
業を継続して実施する。

継続

代替事業（有）

　今年度は新型コロナウイルスによる講座の中止もなく、Instagram等の
SNSを活用した講座の周知にも力を入れたため、多くの講座で定員を超え
る申し込みがあり、講座受講者数が大幅に増加した。受講者の満足度も高
かった。また効率的な講座の運営を心がけたことから、講座回数は増加し
たが人件費は前年度を下回った。
　今後も、質の高い教育をより多くの方に提供するべく、受講生のニーズ
を把握し、事業内容や講座メニューのさらなる充実を図っていく。実施に
あたっては、オンラインなどを積極的に活用し、一人ひとりの生活スタイ
ルに合わせた学習機会を増やすとともに、地域課題の解決や世代間交流に
関する講座等を取り入れるなど、幅広い年齢層の受講を促していく。

ニーズ（小）

代替事業（無）

２　公平性

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果

新型コロナウイルスによる講座の中止や延期はなかったため、講座開催回数は前年度を上回った。

１　規模・方法の妥当性

その他

教育委員会

まちづくり基本指針まちづくり基本指針六次実施計画

手段

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

中央公民館の定期講座開催事業

受益者負担金（使用料、負担金等）

社会の変化に対応して、子どもから高齢者までの各世代の学習ニーズに応じた各種講座や地域課題をテーマとした
講座等を企画し、集団による学習の場を設け仲間づくりを促進する。

2024年度（令和６年度）

「少子高齢化」「核家族化」といった社会の変化に対応し、地域課題の解
決や市民のニーズに対応した学習機会を提供するとともに、集団による基
礎的学習の場を設けて仲間づくりを促進する必要がある。

住民意向分析

ー

まちづくり基本指針四次実施計画

意図（目的）

小中学生を対象とした講座、成人対象講座、女性対象講座、団塊の世代対象講座及び子育て世代の学び講座等、幅
広い世代の方を対象とした講座を実施する。

政策体系

市民

受講者満足度

まちづくり基本指針三次実施計画

活動指標①

対象指標

【事業費】
講座開催回数が増加したことで講師謝礼等も増加したこと
から、事業費は前年度を上回った。

【人件費】
講座開催回数は増加したが、効率的な運営を心がけ、講座
に携わる人数を最小限で実施したため、人件費は前年度を
下回った。

総事業費（事業費・人件費）分析結果

講座開催回数が増加し、受講者数は大幅に増加した。実施した講座の満足度は高い水準を保っており、
受講者の興味を引く講座が行われている。

成果指標分析結果

中央公民館

講座受講者数

指標名

社会の変化に対応して、日常生活に必要な知識や技能の習得と個人の持つ関
心や興味を喚起させ、自己啓発を図るとともに、集団による学習の場を設け
て学習者の仲間づくりを促進する必要があった。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

今後も社会情勢や市民を取り巻く生活環境が複雑化していくことが予測されるため、地
域課題の解決などをテーマとした定期講座等の実施が必要となってくる。また、子ども
から高齢者までの幅広い世代を対象とした事業展開も求められる。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

まちづくり基本指針五次実施計画

大綱（取組）

単位
2020年度（令和２年度） 2023年度（令和５年度）

まちづくり基本指針七次実施計画

Ⅳ「誰もが地域で輝く未来」

2 好きなこと、得意なことを地域で学び生かせるまち

3.4/3.5/3.6
3.7/3.8/3.a
4.7/11.a
13.1/13.3

国・県支出金

一般財源等

歳入計

単位コスト（総コストから算出）

単位コスト（所要一般財源から算出）

講座開催回数

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

受講者１人あたりのコスト

受講者１人あたりのコスト

市債

事業費

歳出計（総事業費）

指標名

受講者へのアンケートによると「郡山について知る」「健康や生活について学びたい」
「終活について」といった内容に関心が高く、自己啓発などの魅力ある講座開催を望ん
でいる。

人件費

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 10063

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2022年度 2025年度

組 17,283 16,279

回 40 37 40 48 40 40 40 40

回 40 43 40 48 40 40 40 40

人 15 12 15 13 15 15 15 15

％ 100 84 100 92 100 100 100 100 100 100

組 800 362 800 366 800 800 800 800 800 800

組 300 259 300 320 300 300 300 300 300 300

千円 7 7.6 3 3 3 3

千円 5 5.0 3 3 3 3

千円 754 943 1,385 1,385 1,385 1,385

千円 1,840 1,834 1,345 1,345 1,345 1,345

千円 0 2,594 2,777 2,730 0 2,730 0 2,730 2,730

千円 754 943

千円

千円

千円

千円 0 1,840 1,834 2,730 0 2,730 0 2,730 2,730

千円 0 2,594 2,777 2,730 0 2,730 0 2,730 2,730

実計区分 評価結果 新規 継続 継続 継続

 

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

3

3

4

4

大綱（取組）

単位コスト（総コストから算出）

単位コスト（所要一般財源から算出）

事業費

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

子育てサポーター養成講座出席率

子育てサポーター数

指標名指標名

のびのび子育て広場の開催回数

公民館スペース開放事業（はやママサロン）の参加者組数

のびのび子育て広場参加者組数

就学前の子どもとその保護者

「のびのび子育て広場」は、0歳児（1広場）9組・1歳児（2広場）19組（9組・10組）・入園前（1広場）8
組の　4広場を各12回　計48回実施、また、公民館スペース開放事業として、中央公民館を会場とした
「はやママサロン」を48回実施し、どちらも多くの親子が参加した。
子育てサポーターは、13人を委嘱。企画会議13回、養成講座1回を実施し、サポーターの資質向上を図っ
た。

公民館スペース開放事業（はやママサロン）の実施回数

受益者負担金（使用料、負担金等）

成果指標③

成果指標②

【人件費】
「のびのび子育て広場」「はやママサロン」実施回数は増
加したが、人件費は前年度とほぼ同程度だった。

一次評価コメント

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

１　規模・方法の妥当性

二次評価コメント

【事業費】
「のびのび子育て広場」「はやママサロン」の開催回数
が、前年度よりも増加したため、事業費も増加した。

○

１　規模・方法の妥当性

５　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

２　公平性

一般財源等

歳入計

代替事業（有）

代替事業（有）

「のびのび子育て広場」「はやママサロン」いずれも開催回数は計画値を上
回って開催できた。SNSでの広報や参加者からの口コミ等もあり両事業とも少
しずつ定着してきており、リピート率も高い。
　令和4年度は新型コロナウィルス感染症の感染防止の観点から、「のびのび
子育て広場」は会場の定員制限により募集組数も減らしたため、目標値には
大きく届かなかったが、応募状況や参加者からのアンケートからも満足度は
高く、ニーズの高さが伺えた。
　子育ての情報交換や仲間づくりの場として、継続して事業を実施する。
　継続にあたり、事業を担当する子育てサポーターの充実は必須なため、引
続き養成講座等で資質向上及び人員の確保に努めたい。

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、子を持つ親同士の仲間づくりを支援する子育てサポーターの育成を図る
とともに、子育てに関して気軽に集まることができる環境を整え、小さな子をもつ親の
負担解消を図る事業である。
　のびのび子育て広場は、新型コロナの影響により定員を制限したため参加者組数は計
画値に及ばなかったが、応募者は定員を超えており、ニーズは高い。また、公民館ス
ペース開放事業は、開放情報をTwitterで発信するなど、積極的な情報発信に努めてお
り、計画を上回る参加者数となった。
　今後においても、地域の子育ての情報交換や親の仲間づくりを通して親の孤立化を防
ぐため、継続して事業を実施する。
　なお、本事業においては、事業を担当する子育てサポーターの充実が必須であること
から、のびのび子育て広場参加者へサポーター活動への参画を促すなど、人材の掘り起
こしに努める必要がある。

ニーズ（小）

ニーズ（小）

代替事業（無）

総事業費（事業費・人件費）分析結果

子育てサポーター養成講座出席率は計画値を下回ったが、後日欠席のサポーターと講座内容を共有し、
活動につなげている。
のびのび子育て広場は、月曜日と木曜日に各２広場（計４広場）を実施。コロナ禍での開催により定員
を減らしての募集のため計画値を大きく下回ったが、募集定員以上の申込みがあり、参加者からの満足
度も高かった。スペース開放事業は、中央公民館を会場とした「はやママサロン」を48回実施。参加組
数を制限しての開催だったが、計画値を上回って実施できた。

ニーズ（大）

ニーズ（大）

○

継続

継続

同じ世代の子を持つ親同士が交流し、情報交換できる場所の提供と親子で楽しめる「遊
び」や子育てに関するアドバイスを受けたいと望んでいる。

教育委員会 中央公民館

手段 意図（目的）

・子育てサポーター（活動支援者）の設置
・子育てサポーター養成講座の実施
・「のびのび子育て広場」の開設
・公民館スペース開放事業（はやママサロン）の実施

・地域において、子を持つ親同士の仲間づくりを支援する子育てサポーターの育成を図る
・小さな子を持つ親の不安解消に努めるため、子育てに関して気軽に集まることができる環境（場）を整える

2024年度（令和６年度）

小さな子どもを持つ母親からは、親子で遊んだり情報交換できる居場所や
ネットワークづくりが求められている。他の機関においても子育て講座や
遊び場の整備は行われているが、周辺地域に密着した事業は少ない。

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

2020年度（令和２年度）

子育ての孤立化を防ぐため、子を持つ親の教育・仲間づくり（地域づくり）が必要と
なってくる。

2023年度（令和５年度）
単位

○

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

今後周辺環境（予測）現状周辺環境

政策体系

家庭教育ふれあい事業

住民意向分析

まちづくり基本指針四次実施計画

成果指標分析結果

2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度）

まちづくり基本指針三次実施計画

Ⅲ「学び育む子どもたちの未来」

4 子どもたちが学びたいことを楽しく学び、地域で活躍できるまち

4.2
17.17

まちづくり基本指針五次実施計画

少子化・核家族化の影響により子育てに不安を抱えている親も多く、子ども
を安心して生み育てる環境を整備する必要がある。

事業開始時周辺環境（背景）

その他

人件費

歳出計（総事業費）

活動指標分析結果

成果指標①

国・県支出金

市債

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 4130

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 52,071 51,244 50,010

回 270 43 270 82 270 130 270 270 270 270

回 250 186 250 468 250 648 250 250 250 250

回 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

人 60,000 46,893 60,000 50,963 60,000 60,016 51,000 51,000 51,000 51,000 60,000 51,000

冊 6.8 5.9 6.8 6.1 6.8 7.2 6.8 6.8 6.8 6.8 6.8 6.8

人 75 61 75 43 75 73 72 72 72 72 75 72

千円 157.6 130.3 63.8 149.1 149.1 149.1 149.1

千円 157.6 130.3 63.8 149.1 149.1 149.1 149.1

千円 51 44 143 297 297 297 297

千円 9,564 5,558 4,513 18,088 18,088 18,088 18,088

千円 9,615 5,602 4,656 18,385 18,385 18,385 18,385

千円 0

千円 0

千円 0

千円 0

千円 51 5,602 4,656 18,385 18,385 18,385 18,385

千円 9,615 5,602 4,656 18,385 18,385 18,385 18,385

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 拡充 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○ ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○ ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

4

4

4

学校司書対象講座参加者１人あたりのコスト

代替事業（有）

○

ニーズ（小） ニーズ（大）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、18歳以下の子どもを対象におはなし会や学校等への図書貸し出しによ
り、子どもの読書活動推進を図る事業である。
　令和４年度は、新型コロナウィルス感染拡大防止策を講じながらおはなし会を実施し
回数は前年度と比較して増加した。また、放課後児童クラブの新規登録に注力したこと
から団体貸出回数も前年度と比較し増加した。その結果、図書館貸出人数及び一人あた
り児童図書貸出冊数が前年度と比較しておよそ1.2倍となり読書活動の推進が図られた。
その他に電子書籍の読書環境整備も行い、電子雑誌閲覧サービスや読み放題コンテンツ
を導入したことにより利用者が増加している。
　インターネット環境の充実、スマートフォンの普及によって、本だけでなく音声読み
上げ機能付き電子書籍等の読書の手段が多様化しているため、子どもの年代に合わせた
効果的な読書手段を検討し、子どもの健やかな成長に資する読書活動推進のため、今後
も継続して事業を実施する。

ニーズ（大）

　当該事業は、第四次郡山市子ども読書推進活動計画に基づき、家庭、地域及び学校が
連携し、中央図書館、各地域の公民館で読み聞かせを実施するなど、読書環境の充実及
び子どもの読書活動を推進する事業である。
　令和4年度は、令和4年3月に発生した福島県沖地震の影響により、中央図書館の全面再
開館が令和4年6月1日にずれ込んだ。なお、6月以降は、おはなし会や映画会も中央図書
館に会場を戻して実施した。また、部局間協奏により、放課後児童クラブを所管するこ
ども政策課と協力して、各児童クラブの新規登録を進め、子どもたちの読書の機会を増
やしたことも一因し、一人当たりの貸出冊数が前年度比で1.1冊増加した。
　今後においても、「子どもの読書に親しむ機会の提供と環境の整備・充実」「家庭・
地域・学校における連携の推進」「子どもの読書活動を支える人材の育成と啓発」の実
現のため、継続して事業を実施する。

ニーズ（小）

代替事業（無）

５　成果指標
（目的達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

学校司書対象講座の実施回数

おはなし会の実施回数

【事業費】
「子どもの読書週間看板作成・撤去手数料」について、令
和３年度予算までは図書館管理事務費であったが、令和４
年度から子ども読書活動推進事業費へ変更となったため、
その費用分が増加した。

指標名

活動指標②

継続

代替事業（有）

二次評価コメント

・中央図書館は令和3年2月に発生した福島県沖地震に建物に大きな被害が発生し、長期の休館を余儀なくされた。当初は、令和4年4月
上旬に全面再開館の予定であったが、令和4年3月に再度の地震被害により、全面再開館が令和4年6月1日までずれ込んだ。
・おはなし会、映画会、子ども司書養成講座など、開催場所を中央図書館に戻し、新型コロナウイルス感染拡大防止策を講じながら、
実施することができた。
・団体貸出については、特に放課後児童クラブを所管するこども政策課と協力しながら、各児童クラブの新規登録を進めた結果、利用
クラブ数が大幅に増加した。
・電子書籍については、電子雑誌閲覧サービスを令和4年4月から、読み放題コンテンツを令和4年5月から導入し、読書環境を充実させ
た。

・一人当たりの児童図書貸出冊数（18歳以下）については、前年度比で1.1冊増加するとともに、18歳以下の図書
館貸出人数についても、前年度比で約9,000人増加した。これは「学校での読書活動推進活動やコロナ禍で読書が
習慣化したことが背景にある」と考えられる（※県教委　令和4年度県内児童生徒の読書調査結果による）。その
他の要因としては、各児童クラブの団体利用が増えたことにより、本に触れる機会がより多くなったことが考えら
れる。
・学校司書養成講座については、会場を中央公民館　多目的ホールへ変更して実施し、参加者が前年度比30人増と
なった。

総事業費（事業費・人件費）分析結果活動指標分析結果

１　規模・方法の妥当性

市債

その他

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度） 2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）
単位

小さい頃の読み聞かせは多くの家庭で行われているものの、子どもの読書量は学年が上
がるにつれて減る傾向にあり、これらの状況を改善していくためには、子どもの発達段
階に応じた読書に親しむ機会や、子どもを取り巻く読書環境をより充実させていくこと
が必要である。
また、今後もフェーズフリー、ユビキタスの観点から、電子書籍を拡充し、読書を継続
できる「デジタル図書館」等の環境整備の推進するなどＤＸに対応する必要があるとと
もに、学校図書館及び学校司書との連携を図っていく。

今後周辺環境（予測）

子ども読書活動推進事業

住民意向分析

令和元年度に実施したアンケート結果によると、子どもの読書活動を推進するためにすべき図書館の活
動として、「児童図書の充実」、「幼稚園、保育所、小・中学校との連携による読書環境の整備」、
「児童図書の紹介やＰＲ」の回答割合が高かった。また同様に、どのようにすれば子どもたちがもっと
本を読むようになるかという設問では、「子どもと一緒に図書館や書店に行く」、「子どもと同じ本を
読んで話題にする」、「大人が本を読む」の回答割合が高かった。今後においても、家庭・地域・学校
等が連携し、社会全体で子どもの読書活動を推進していくことや、子どもにとって身近な大人が読書の
意義や楽しさについて理解と関心を持つことが求められる。

教育委員会 中央図書館

現状周辺環境

○

指標名

まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画

平成13年12月に子ども読書活動推進に関する法律が制定され、県では平成16
年３月に、本市においても平成17年３月に第一次計画を、平成22年３月に第
二次計画を、平成27年３月に第三次計画を、そして令和２年３月に第四次計
画（計画期間：令和２年度～令和７年度）を策定した。

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

・令和元年６月に「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律」が公布・施
行された。本市においては、令和元年10月から電子書籍を導入し、令和５年４月１日
現在で、計6,540冊（内訳：児童書 3,250冊、一般書 3,289冊、電子雑誌閲覧サービ
ス）のほか、読み放題コンテンツを250冊利用することができる。
・国では、スマートフォンの普及やSNSなどのコミュニケーションツールの多様化に
みられる子どもの情報環境の変化が、読書環境にも影響を与えている可能性があると
分析している。

意図（目的）政策体系

一次評価コメント

4.1/4.2

事業開始時周辺環境（背景）

学校司書対象講座の参加人数

活動指標①

対象指標

図書館貸出人数（１８歳以下）

国・県支出金

成果指標分析結果

単位コスト（総コストから算出）

4 子どもたちが学びたいことを楽しく学び、地域で活躍できるまち

活動指標③

大綱（取組）

手段

Ⅲ「学び育む子どもたちの未来」

１８歳以下の人口

事業費

成果指標②

計画に基づく読書活動を推進する。
・おはなし会
・学校等への団体貸出

子どもの読書活動の推進に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務等を明らかにする
とともに、子どもの読書活動の推進に関する必要な事項を定めることにより、子どもの読書活動の推進
に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって子どもの健やかな成長に資する。

2024年度（令和６年度）

○

継続

【人件費】
主に「郡山市図書館基本的運営方針」の策定業務が増えた
ことにより、結果として、当該事業の人件費は、前年度比
▲1,045千円となった。

学校司書対象講座参加者１人あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出）

成果指標③

成果指標①

一人あたりの児童図書貸出冊数（１８歳以下）

受益者負担金（使用料、負担金等）

人件費

歳出計（総事業費）

一般財源等

歳入計

学校等への団体貸出回数

まちづくり基本指針

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 4520

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 330,787

件 5 4 5 5 5 5 5 5 5 5

回 48 15 48 30 48 43 48 48 48 48

人 50,000 38,058 50,000 49,625 50,000 55,905 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

人 20,000 18,318 20,000 24,079 20,000 31,383 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

人 20,000 4,976 20,000 17,757 20,000 20,142 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

千円 1.5 1.1 1.3 1.3 1.4 1.3 1.3

千円 1.2 0.7 0.8 1.1 1.2 1.1 1.1

千円 31,563 42,830 71,319 60,000 70,000 60,000 60,000

千円 58,443 61,519 65,915 58,443 58,443 58,443 58,443

千円 90,006 104,349 137,234 118,443 128,443 118,443 118,443

千円 0 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0 0

千円 5,328 10,110 25,116 20,000 20,000 20,000 20,000

千円 8,504 28,408 23,141 0 0 0 0

千円 76,174 65,831 88,977 98,443 108,443 98,443 98,443

千円 90,006 104,349 137,234 118,443 128,443 118,443 118,443

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

4 ○ ○

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

3

4

4

２　公平性

ニーズ（大）

単位コスト（所要一般財源から算出） 観覧者及び参加者１人あたりのコスト

事業費

一般財源等

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

歳出計（総事業費）

国・県支出金

人件費

その他

【事業費】
　令和4年度は開館30周年記念として展覧会等を企画・開
催したため、表記の事業費となった。

【人件費】
　人件費については、前年度より増加したが、これは職員
の構成によるものであり、業務量においてはほぼ例年通り
であると推測される。

一次評価コメント

継続

代替事業（有）

　活動指標①について、計画通り5件の企画展を開催した。
　活動指標②について、新型コロナウイルス感染症の影響はあったが、概ね計画通り実施することができ
た。

３　効率性

１　規模・方法の妥当性

歳入計

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

活動指標分析結果 成果指標分析結果

　令和4年度は、新型コロナウィルス感染症の影響下にありながら、開館
30周年記念として、展覧会や各種教育普及事業を実施し、市民に向け優れ
た美術品に接する場と多彩な鑑賞機会の提供を行うことができた。
　次年度以降も、調査研究に基づく質の高い展覧会や幅広いイベントを実
施するとともに、インターネットを活用した美術館及び美術品の紹介
（SNSの活用、収蔵品の展示解説ガイドの構築）など、来館者の利便性向
上を図っていく。

教育普及活動の実施回数

単位コスト（総コストから算出）観覧者及び参加者１人あたりのコスト

郡山市民

成果指標③

単位

成果指標①

　好調な経済状況、高齢化社会の進行、自由時間の増大などの社会的要因を
背景として、あらゆる年齢層にわたり芸術文化の鑑賞や創作活動に参加する
など、物質的豊かさ以外に精神的な豊かさを培い、心にうるおいを求める活
動を行う場が求められていた。

活動指標②

活動指標①

対象指標

活動指標③

成果指標②

教育普及事業の参加者数

常設展の観覧者数

企画展の観覧者数

企画展の数

ー

現状周辺環境

政策体系

指標名指標名

Ⅱ「交流・観光の未来」

2 国内外に発信できる、自慢の地域資源があるまち

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度）

　地域の文化・芸術活動を取り巻く環境が複雑化し、市民のニーズが多様化する中で、
美術館が果たす役割はますます大きくなっていくものと予想される。

今後周辺環境（予測）

美術館展覧会等活動推進事業

住民意向分析

　来館者へのアンケート調査等によると事業実施に関する要望は多種多様なものがあ
る。それらを分析し、郡山市立美術館協議会等からの提言なども踏まえて事業を展開す
る。

教育委員会

4.a
大綱（取組）

事業開始時周辺環境（背景）

　市民の文化・芸術に対する意識の高まりを受け、様々な学習機会の場を
提供することが求められている。また、美術館が地域の核として文化の発
信を牽引する必要がある。

まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画 まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針五次実施計画

○

○

美術館

手段 意図（目的）

・優れた美術品の鑑賞機会の拡充・市民の美術に関する学習機会の拡充・展覧会の開催（常設展４期、
企画展５～６回）・教育普及事業（美術講座等の開催、美術文化の情報提供）・美術品の購入

優れた美術品に接する場と機会の提供により、市民の文化的生活の充実と向上を図る。

2024年度（令和６年度）

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度）

二次評価コメント

ニーズ（大）

総事業費（事業費・人件費）分析結果

　企画展、常設展とも観覧者数は計画値を上回った。魅力ある質の高い企画展や、コレクションの特色
を十分に発揮したテーマ別の常設展は、市民の鑑賞意欲や来館動機を高めることができた。
　教育普及事業の参加者数はほぼ計画値どおりとなった。新型コロナウイルス感染症の影響や事業内
容、学校単位の鑑賞学習の人数により増減があるため、前年度と単純に比較はできないが、シンポジウ
ムやギャラリートーク、コンサート、ワークショップ等など、新型コロナウイルス感染症が落ち着いた
下半期より多彩な事業を展開することができた。

継続

１　規模・方法の妥当性

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、優れた美術品を鑑賞する機会の拡充や展覧会及び教育普及事業を行い、市民の文化的
生活の充実と向上を図る事業である。
　令和４年度は、企画展を計画通り実施し、教育普及活動についても概ね計画通り実施した。企画展
及び常設展の観覧者数は、開館30周年記念としてＰＲを強化したこと及び新型コロナウィルスによる
入場制限を一部緩和したことから前年度と比較して増加した。当年度は開館30周年を記念した各種事
業を展開したため事業費が増加したものの、近年、単位コストは概ね横ばいである。
　企画展は年間５回実施しており、各種ジャンルから地域に縁のある作品やトレンドに応じた作品等
を選択し魅力ある質の高い美術品の展示に努めている。また、教育普及活動においては、基礎的な講
座や専門的な講演会など幅広い内容で開催し、ニーズに応じた学習機会を提供している。
　今後においては、観覧料と収益のバランスを考慮しつつ魅力的で質の高い展覧会の開催や教育普及
活動を行い、美術を中心にした文化価値の継承・発展に資するため継続して事業を実施する。

２　公平性

３　効率性

代替事業（有）

４　活動指標
（活動達成度）

ニーズ（小）

ニーズ（小）

５　成果指標
（目的達成度）

代替事業（無）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 活動指標

（活動達成度）

５ 成果指標

（目的達成度）



令和５年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5409

１　事業概要
SDGs 広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移） 八次実施計画 次期実施計画

2025年度 2026年度 中間指標 最終指標
計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人 65,957 63,677 63,617

回 50 39 50 44 50 48 50 50 50 50

人 800 345 800 449 800 449 800 800 800 800 800 800

％ 70 75 70 80 70 85 70 70 70 70 70 70

％ 100 90 100 92 100 92 100 100 100 100 100 100

千円 16 19 15 10 10 10 10

千円 15 18 14 8 8 8 8

千円 486 478 547 1,207 1,207 1,207 1,207

千円 5,126 8,051 6,108 6,714 6,714 6,714 6,714

千円 5,612 8,529 6,655 7,921 7,921 7,921 7,921

千円

千円

千円 38 38 42 55 55 55 55

千円 448 440 505 1,090 1,090 1,090 1,090

千円 5,126 8,051 6,108 6,776 6,776 6,776 6,776

千円 5,612 8,529 6,655 7,921 7,921 7,921 7,921

実計区分 評価結果 継続 改善 継続 改善 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3 ○ ○

4

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

2

3

3

4

4

Ⅲ「学び育む子どもたちの未来」

2 笑顔があふれ、未来への夢を育むまち

4.4

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

働き方改革により仕事以外の余暇活動の充実が求められている一方、コロ
ナ禍により若者の活動する場が少なくなっている。

2023年度（令和５年度）
単位

勤労青少年の総合的な福祉向上を目的に勤労青少年に様々な余暇活動の支援
が求められた。

指標名

大綱（取組）
〇

活動指標②

活動指標①

2022年度（令和４年度）

講座開催回数

勤労青少年者数

まちづくり基本指針六次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画 まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画

2024年度（令和６年度）

ニーズ（大）

ニーズ（大）

 令和4年度は中央公民館独自のInstagramを開設し、活動の様子を投稿したり、
講座のPRを行うなど情報発信に力を入れた。令和5年5月時点でInstagramのフォ
ロワー数は250人を超えている。
　新型コロナウイルスの感染が拡大した期間は欠席者も見られたが、受講者数の
大幅な増減はなく、結果として横ばいで推移した。新しい生活様式に対応したオ
ンライン講座を開催するなど工夫して実施した結果、受講者の92%から高評価を
得た。また効率的な講座の運営を心がけたことから、講座回数は増加したが人件
費は前年度を下回った。
　勤労青少年ホーム運営委員や受講生から講座を継続実施する要望もあり、今後
はSNSを用いた一層の周知や、郡山青年会議所へ事業参加への働きかけを行うと
ともに、同じような事業を実施している近隣の市町村との連携をしていきたい。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

１　規模・方法の妥当性

代替事業（有）

５　成果指標
（目的達成度）

代替事業（有）

歳出計（総事業費）

成果指標②

2020年度（令和２年度） 2021年度（令和３年度）

勤労青少年ホーム事業

住民意向分析

勤労青少年の福祉向上のための事業については現在青年学級や各種講座が実施されてい
るが、働き方改革の進展によりさらなる拡充が求められており、講座の内容について参
加者の意見を反映させる等、ニーズの把握に努めている。

教育委員会 勤労青少年ホーム

手段 意図（目的）

勤労青少年に対し、各種講座やサークルの組織づくり支援事業を行い、そのための広報を行う。
学習を通じ、新しいことにチャレンジする精神を養うとともに、仲間づくりやグループの活動の楽しさ
を学習させることで、人とのふれあいを通じて交流を図り、心も身体も健康な毎日を送る。

令和４年度実施事業に係る事務事業評価

勤労青少年の福祉向上のほか、就労にも役立つような講座の提供が望まれる一方、対象
となる若い世代の価値観や考え方が多様になっている。今後は、こうした環境変化に対
応した事業展開の検討が必要となると予測される。

今後周辺環境（予測）

人件費

単位コスト（所要一般財源から算出） 受講者１人あたりのコスト

国・県支出金

指標名

単位コスト（総コストから算出）受講者１人あたりのコスト

事業費

受講者の満足度

受講者の出席率

講座受講者数（延べ人数）

成果指標③

政策体系

継続

改善

総事業費（事業費・人件費）分析結果活動指標分析結果 成果指標分析結果

一次評価コメント

【事業費】
講座開催回数が増加したことで講師謝礼等も増加したこと
から、事業費は前年度を上回った。

まちづくり基本指針まちづくり基本指針七次実施計画

成果指標①

活動指標③

対象指標

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

代替事業（無）

（参考）令和４年度カイゼンのための行動計画

　当該事業は、35歳以下の勤労青少年を対象に、仲間づくりや人とのふれあいの
場を提供し、コミュニティの育成を図る事業である。
　令和４年度は、青年学級「ユースカレッジ木曜クラブ」、仲間づくり講座「は
やまニア」、高度な知識を身につけるための講座「ナイトカレッジ」の３つの定
期講座を開催した。新型コロナの影響による講座の中止もなく、ほぼ計画通りに
講座を開催し、受講者の満足度も高水準を保っている。また、Instagram等に活
動情報を投稿するなど、情報発信に努めたところある。
　しかしながら、「ユースカレッジ木曜クラブ」の参加者はリピーターを含め17
名に留まっている。ＳＮＳの活用や関係機関へのＰＲにより一層の事業周知を図
り、新規参加者の参加促進に努めることに加え、事業に求められる役割やニーズ
の調査を進める必要がある。また、引き続き、有識者や関係者の意見を聴きなが
ら、勤労青少年ホームの今後の事業の在り方・方向性を検討する必要がある。

〇 具体的なカイゼン策
・受講者の満足度が90％以上であり、受講者1人当たりのコストが削減されるなど効率的
な運営はできているが、コロナ禍以前と比較し、講座開催回数が半減し、受講者数も７
割程度にとどまっているため、実施講座の魅力の周知が十分とは言えない状況である。
また、コロナ禍を経験し、生活様式の変化等から開催講座の対象となる方々の関心や需
要が低下していることが伺える。
・対象者となる世代への関心を高めるため、講座のInstagram等での発信に努めるととも
に、勤労青少年ホーム自体の在り方等も含め、運営委員会や関係団体等の意見を伺う。
〇 カイゼンの明確な時期
・実施講座のInstagramでの発信は今年度から行う。
・令和5年5月から新たな任期が始まる勤労青少年ホーム運営委員会に諮問を行う。
〇 カイゼンのために必要な事項・関係する所属…広聴広報課

歳入計

市債

４　活動指標
（活動達成度）

５　成果指標
（目的達成度）

４　活動指標
（活動達成度）

３　効率性

２　公平性

○

○

二次評価コメント

一般財源等

前年度と同様、青年学級「ユースカレッジ木曜クラブ」、郡山について深く学ぶ講座「はやまニア」、高
度な知識を身につけるための講座「ナイトカレッジ」の３つの講座を開催した。「ユースカレッジ木曜ク
ラブ」、「ナイトカレッジ」については対面の講座のほかにオンライン講座も実施した。前年度とは異な
り新型コロナの影響による講座の中止もなかったことから、講座開催回数はやや増加した。

ニーズ（小）

ニーズ（小）

【人件費】
講座開催回数は増加したが、効率的な運営を心がけ、講座
に携わる人数を最小限で実施したため、人件費は前年度を
下回った。

通年で開催している「ユースカレッジ木曜クラブ」の応募者数は前年度と同数の17人で、講座受講者数
（延べ人数）も前年と同じだった。出席率は前年度を上回り受講者の満足度も前年度より高い水準であ
ることから、今後はSNSなどを利用して事業を周知し参加者を増やすことで、講座受講者数を増加させ
るための工夫が必要であると考える。
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